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分権 道州制特区
（道州制特区推進法を使って国からの分権を進めます）

分権 市町村への事務・権限移譲
（道の移譲方針に基づき、市町村と協議して進
めています）

一歩ずつ着実に分権を進めます

国

さらに
コミュニティへ

道

市町村

自分たちで決め、変えていくことができる、地域主権型社会を
つくっていきます。

道州制に向けた北海道の取組み

資料１

道民のなかから動きを起こしていくことが大切です

国からの権限・財源移譲＝行政システム

の改革としての道州制

自分たちで決めて行動する気概＝道民

運動としての道州制

両方が相まって
はじめて効果

一人一人が努力する
コミュニティを再生し、
みんなで支え合う

行政が補完する

地
域
主
権

（地域のことは地域で決める）



資料２

道から市町村への事務・権限移譲の状況

１ これまでの経緯

平成17年３月「道州制に向けた道から市町村への事務・権限移譲方針」策定

＜道州制を展望して事務・権限を分類＞ ＜19年度移譲に向けた工程表＞

18. 5 道から市町村へ移譲要望を照会

現在の道の事務・権限 (事務・権限移譲リスト改訂版の提示)

事務事業 約1,200

権 限 約4,000 18. 6 市町村から道への要望の回答

18. 6～10 道と市町村との具体的な協議

道州の事務・権限 市町村への移譲対象 18.11 市町村から同意書の提出

事務事業 約1,000 事務事業 約 200 道各部の特例条例の提案

権 限 約2,000 権 限 約2,000

18.12～19.3 市町村への事務引継ぎ

事務・権限移譲リスト 19. 4 道から市町村への権限移譲

２ 移譲予定件数

移譲年度 市 町 村 数 権 限 数

１８ ５５ ３６０

１９ １８０ ４９１

３ 将来の権限移譲に向けての取り組み
（奈井江町・浦臼町への道道の維持、除雪業務の委託）

・ 道は、奈井江町・浦臼町の要望を受け、両町に位置する道道の維持、除雪業務について、

道路管理者間の連携による一層の効率化、住民サービス向上を目指す取り組みとして試行的

に町に委託することとした。

・ 今回は道路法上の権限移譲ではなく作業の委託となるが、将来的には地域主体の住民サー

ビスのあり方など、さまざまな分野の権限移譲に資するものと考えている。

○ 委託の概要

実施時期 平成19年度の維持、除雪業務から委託

対象路線 奈井江浦臼線、砂川奈井江美唄線、東奈井江奈井江(停)線 ほか３路線

作業内容 草刈り、路面清掃、簡易な舗装補修、除雪、排雪

○ 想定される効果、課題等

効 果 ・地域に身近な町が実施することによる住民サービスの向上

・町道と一体的に実施することによる作業の効率化

課 題 ・管理瑕疵、危機管理等、道路法上で道に帰属する管理責任との関係

検 証 ・委託の試行結果を検証し、効果の確認や課題への対応を検討



奈井江町・浦臼町への委託路線

1

○委託延長

砂川奈井江美唄線
江別奈井江線
奈井江浦臼線
東奈井江奈井江（停）線
浦臼（停）線
美唄浦臼線 2.7 2.7

24.9 19.6

10.7 5.4
0.1 0.1

1.7 1.7
3.8 3.8

合計
維持 除雪
5.9 5.9

2.7 2.7
2.8 2.8

0.1 0.1

浦臼町委託延長(km)
維持 除雪

22.1 16.8

路線番号 路線名
奈井江町委託延長(km)

3529
3603
4159

合計

1114
1139
3278

5.9
1.7
3.8

10.7

維持

5.4

除雪
5.9
1.7
3.8

奈 井 江 町

浦 臼 町

上 砂 川 町

砂 川 市

美 唄 市

新十津川町

：奈井江町

：浦臼町

江別奈井江線

東奈井江奈井江(停)線

美唄浦臼線

奈井江浦臼線

赤平奈井江線

砂川奈井江美唄線

浦臼(停)線

両町の要望路線

：除雪車旋回場

0.1km

5.4km

3.8km

1.7km

2.7km

未除雪区間

土現委託路線

：滝川出張所

：岩見沢出張所

5.9km

5.3km



地域意見交換会の開催状況

○第１回 函館市 H18.5.28
参加者 高橋知事、五十嵐委員、井上委員、谷委員
主な意見 ・日本の農業を支える北海道の再生を道州制の中で図るべき。

・青森や北東北も含めた道州制について考えていくべきでは。
・権限とともに財源も移譲されるようにすべき。
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○第２回 岩見沢市 H18.6.10
参加者 高橋知事、五十嵐委員、北委員、渡邊委員
主な意見 ・権限の移譲については、人員の確保についてもお願いしたい。

・道州制の推進にあたっては、現場の第一線で働く者の意見をしっかり聞い
て欲しい。

・道州制に伴って、国の仕事の見直しもすべき。
・地元の商店街の再生を市町村の権限の中でできないのか。
・自立と言うが北海道が自立してやっていけるのか。

○第３回 釧路市 H18.8.31
参加者 山本副知事、谷委員、日置委員、湯浅委員
主な意見 ・官業の民間開放についてもっと掘り起こしをしていくべき。

・沖縄で認められている経済金融特区等について導入できないか。
・コミュニティでビジネスを興そうとしている者の支援策はどうなっているか。
・自然公園法の関係の権限移譲はされないのか。
・道から市町村へ権限移譲が進んでいるが、市町村の規模はどうあるべきか。
・コミュニティの強化についてはどう考えるか。

○第４回 旭川市 H18.9.4
参加者 山本副知事、稲村委員、谷委員、山崎委員
主な意見 ・道州制や合併など、住民にしっかり情報提供をすべき。

・権限移譲をするときは、どこの市町村にいても同じサービスを受けられて、
しかも簡素化するように進めていただきたい。

○第５回 北見市 H18.11.21
参加者 山本副知事、五十嵐委員、神田委員、山崎委員
主な意見 ・道州制特区推進法について、憲法９５条の関係で住民投票が必要では。

・法律の上書き権が認められなければ真の道州制ではないと考えるが。
・霞が関が目をむくような特区の規制緩和を要求するべき。
・空港の民営化、大麻栽培の規制緩和等を求めるべき。

○第６回 帯広市 H18.11.27
参加者 山本副知事、谷委員、中田委員、湯浅委員
主な意見 ・あわてて道州制を導入することはないのではないか。

・権限移譲といって押しつけにならないようにしていただきたい。
・道州制の定義がはっきり共有化されていないのではないか。



道州制特区推進法に基づく第２次提案に向けたスケジュール（案）

臨時国会で法成立

政省令・基本方針

推進条例（仮称）の制定

道民参加のもとオープンな議論で意見集約

市町村意見聴取

道議会議決

提案（第２回目）

幅広くいただいた意見について道民参加のもとにオープンな議論を
積み重ねるための条例を制定し、国への提案を積極的に行って行く。

閣議決定・国会提出

道民、市町村、議会、
経済団体から提言
や意見を幅広く募集

知事による地域意見交換会など４００回をこえる
道民等との意見交換

・法案の地域説明

・アイデアの収集・意
見交換・事前検討

資料４
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地域の課題・困りごとの内容 
 少子高齢化や過疎化、身近なコミュニティの崩壊などに伴って、地域で生活するうえでちょっ

とした支援の必要な人が増えています。また、福祉の対象にならない人であっても一時的に手助

けが必要になることがあります。そんなときに気軽に誰でも支援を受けることができる地域拠点

があったら、どんなに安心でしょう。 

 ところが、現在の福祉制度は 

・ 対象が厳格な基準によって限定されている 

・ 対象者が福祉分野と状態増によって細かく分かれている。 

・ 特に、「暮らす場」は同じような人が施設を利用するしかない 

など身近な地域で気軽に手助けできるシステムになっていません。 

 さらに、手厚くコストのかかるフォーマルな支援と不安定でボランティアに支えられるインフ

ォーマルな支援の体制が二極化しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

そこで、中間的でフレキシブルに多様な人たちの支援ができる地域拠点を実現すると同時に、そ

の実現プロセスを体系化し、応用することで地域の効率的な資源づくりを充実させる必要があり

ます。 

 
提案：（仮称）コミュニティハウスプロジェクト案（＝道州制の芽） 
 地域に共同生活スペースつきの多機能、多様な地域支援拠点（コミュニティハウス）の創造、運営

を地域の関係者が連携、協力することで実現します。 

 

  

 

 

 

 

①コミュニティハウスがで

きることで新たな支援拠

点が地域にできる 

②実現プロセスで「地域協働」の手

法を模索、体系化 ネットワークも

できる

③実践を通して既存制度の見直

し、新しい制度設計など地域政

策企画力がパワーアップ 
④多くの住民、当事者の参画により住民主権のリア

ル体験（成功体験）はエンパワーメントの素に。 

 

 

子ども・赤ちゃん、母子は児童福祉 

高齢者は高齢者福祉  障害者は障害者福祉 
 

生活保護は 

生活福祉 

助ける人 

助 け ら れ る
制度、分野を超

えた共同生活 

地域の支えあい拠点資源機能

資料５
道州制の芽発見モデル事業 





























第 ５ 回 道 州 制 推 進 道 民 会 議 に 対 す る 意 見 
 
                         平成１９年１月１９日 

奈井江町長  北  良 治 
 
１．道州制特区に係る第２次提案に向けた戦略について 
 
  道州制は、「国と北海道の権限・財源の移譲」として議論が行われているが、併せて大胆

な道内分権を引き続き検討する必要がある。今回知事の英断をいただいた「道道の維持管

理・除雪業務」の委託についても、権限移譲に結び付けたい項目であり、こうした事例を多

様な分野に拡大したい。 
  道州制のシステムにおいて、地域政策、地域の振興を理念としながら、道庁の市町村に対

する補完性を高め、地域の自主性・自立性を高めることが、結果として市町村の再編や広域

連携に繋がっていくと考える。 
   
 
 
２．道州制の取組を道民運動に高めていく戦略について 
 
  「運動」という観点ではなく、新たな権限移譲を具体化させていく中で、いち早く地域の

生活や産業、あるいは地域の実践に結び付けて行くことが、結果として制度を道民に近づけ、

理解を深める近道であると考える。 

北委員からのご意見


